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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第70期第３四半期連結累計期間、第71期第３四半期連結累計期間、第71期第３四半期連結会計期間および第

70期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。 

３ 第70期第３四半期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、１株

当たり四半期純損失であり、かつ、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第３四半期連結
累計期間

第71期
第３四半期連結

累計期間

第70期
第３四半期連結

会計期間

第71期 
第３四半期連結 

会計期間
第70期

会計期間

自  平成21年
    11月１日 
至  平成22年 
    ７月31日

自  平成22年
    11月１日 
至  平成23年 
    ７月31日

自  平成22年
    ５月１日 
至  平成22年 
    ７月31日

自  平成23年 
    ５月１日 
至  平成23年 
    ７月31日

自  平成21年
    11月１日 
至  平成22年 
    10月31日

売上高 (千円) 11,254,172 12,120,431 3,641,802 3,823,726 15,252,386 

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) 275,480 472,371 △7,919 50,905 426,689 

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△) 

(千円) 123,872 96,583 △42,419 29,349 206,126 

純資産額 (千円) ― ― 7,001,606 7,159,179 6,870,279 

総資産額 (千円) ― ― 14,923,469 15,024,153 14,125,808 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 249.62 255.26 245.06 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△) 

(円) 4.44 3.46 △1.52 1.05 7.39 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 46.6 47.4 48.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △766,812 △74,494 ― ― △884,335

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 275,472 △63 ― ― 275,761 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △343,054 7,373 ― ― △843,074

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 2,131,976 1,441,144 1,510,682 

従業員数 (名) ― ― 224 225 208 
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当第３四半期連結会計期間において、当企業集団（当社および当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、当第３四半期連結会計期間における臨時雇用者数（パートタイマー含む）の平均

人員であります。 

  
(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、当第３四半期連結会計期間における臨時雇用者数（パートタイマー含む）の平均

人員であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成23年７月31日現在

従業員数(名) 225(40) 

 平成23年７月31日現在

従業員数(名) 211(39) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当企業集団は、生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

  
(2) 受注実績 

当企業集団は、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。 

  
(3) 販売実績 

当企業集団の事業は、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業であるため、セグメン

ト情報の記載をしておりませんが、当第３四半期連結会計期間における販売実績および仕入実績を示す

と次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。  

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響およびその後の電力不足の影

響により事業活動に支障が生じ、著しく経済環境が悪化しました。加えて米国経済の減速、欧州の財政

不安による急激な円高等、依然として先行き不透明な状況が続きました。当企業集団の関連いたします

建設業界におきましては、公共工事や民間設備投資の回復には及ばず低迷いたしました。 

このような経営環境のなか、当企業集団は一部の営業拠点において震災被害を受けましたが、在庫ア

イテムの拡充および顧客ニーズへの速やかな対応により売上高・利益拡大に努めました。 

これらの結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は、3,823百万円で、前年同四半期比181百

万円、5.0％の増加となりました。利益面におきましては、売上高の増加により、営業利益は74百万円

で、前年同四半期比7百万円、11.2％の増加となりました。経常利益は、デリバティブ評価益の計上等

により50百万円で、前年同四半期は、経常損失7百万円でありました。第３四半期純利益は、震災によ

る特別損失の計上により29百万円、前年同四半期は、四半期純損失42百万円でありました。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

販売高(千円) 前年同四半期比(％) 仕入高(千円) 前年同四半期比(％)

3,823,726 105.0 3,236,084 104.8 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

①資産 

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べて416百万円増

加し9,018百万円となりました。この主な要因は、受取手形及び売掛金が219百万円減少に対し、商品

が640百万円増加したことによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べて481百万円増

加し6,006百万円となりました。この主な要因は、投資有価証券が538百万円増加したことによるもの

であります。 

  
②負債 

当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べて384百万円増

加し7,013百万円となりました。この主な要因は、支払手形及び買掛金が355百万円増加および短期借

入金が150百万円増加、災害損失引当金を82百万円計上したことに対し、未払法人税等が178百万円減

少したことによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べて225百万円増

加し851百万円となりました。この主な要因は、繰延税金負債が229百万円増加したことによるもので

あります。 

  
③純資産 

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて288百万円増加

し7,159百万円となりました。この主な要因は、その他有価証券評価差額金が330百万円増加したこと

によるものであります。 

  
(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローに

係る支出112百万円、投資活動によるキャッシュ・フローに係る支出26百万円、財務活動によるキャッ

シュ・フローに係る支出72百万円となったこと等により、前第３四半期連結会計期間末と比べ690百万

円減少し、1,441百万円となりました。 

  
①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果使用した資金は、112百万円となりました（前年同四半期は615百万円支出）。主な

要因は、売上債権の減少293百万円に対し、たな卸資産の増加342百万円および法人税等の支払額114

百万円によるものであります。 

  
②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、26百万円となりました（前年同四半期は26百万円支出）。主な要

因は、有形固定資産の取得による支出17百万円によるものであります。  

  
③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、72百万円となりました（前年同四半期は173百万円支出）。主な

要因は、配当金の支払額69百万円によるものであります。 

  
(4) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当企業集団の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

  
(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、重要な設備の異動はありません。  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。  
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  
(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,000,000 

計 45,000,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成23年７月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年９月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,007,448 28,007,448 
大阪証券取引所市場

第一部
単元株式数は100株であります。

計 28,007,448 28,007,448 ― ―
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  
(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  
(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年４月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注)  単元未満株式数には当社所有の自己株式39株が含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

自 平成23年５月１日 
至 平成23年７月31日 

― 28,007,448 ― 2,712,335 ― 1,209,520 

  平成23年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 
130,900 

(自己保有株式)
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

27,863,300 
278,633 ―

単元未満株式 13,248 ― ―

発行済株式総数 28,007,448 ― ―

総株主の議決権 ― 278,633 ―
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② 【自己株式等】 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

 平成23年４月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
小林産業株式会社 

大阪市西区南堀江二丁目
７番４号 130,900 ― 130,900 0.5 

計 ― 130,900 ― 130,900 0.5 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
11月

 
12月

平成23年
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

最高(円) 154 172 167 175 183 193 177 180 176 

最低(円) 141 146 150 160 129 167 152 158 164 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年11月１日から平成22年７月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成23年５月１日から平成23年７月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年11月１日から平成23年７月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成22年５月

１日から平成22年７月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年11月１日から平成22年７月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成23年５月１日から平成23年７月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年11月１日から平成23年７月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,441,144 1,510,682

受取手形及び売掛金 ※２, ※３  4,859,917 ※２, ※３  5,079,805

商品 2,432,523 1,792,342

その他 319,813 252,673

貸倒引当金 △35,255 △34,143

流動資産合計 9,018,142 8,601,360

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  866,868 ※１  916,702

機械装置及び運搬具（純額） ※１  46,723 ※１  53,393

土地 2,241,810 2,256,302

その他（純額） ※１  39,043 ※１  31,403

有形固定資産合計 3,194,445 3,257,801

無形固定資産 23,215 24,117

投資その他の資産   

投資有価証券 2,703,180 2,165,041

破産更生債権等 56,935 69,956

その他 85,168 77,487

貸倒引当金 △56,935 △69,956

投資その他の資産合計 2,788,349 2,242,529

固定資産合計 6,006,010 5,524,448

資産合計 15,024,153 14,125,808

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２  3,325,046 ※２  2,969,562

短期借入金 3,050,000 2,900,000

賞与引当金 65,115 117,788

災害損失引当金 82,213 －

未払法人税等 － 178,593

その他 490,984 463,109

流動負債合計 7,013,359 6,629,053

固定負債   

繰延税金負債 599,292 369,825

退職給付引当金 208,724 201,789

長期未払金 40,517 45,540

その他 3,080 9,320

固定負債合計 851,614 626,475

負債合計 7,864,973 7,255,529
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年10月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,712,335 2,712,335

資本剰余金 1,728,146 1,728,146

利益剰余金 1,862,524 1,905,323

自己株式 △24,512 △24,494

株主資本合計 6,278,493 6,321,311

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 872,321 541,882

繰延ヘッジ損益 △12,796 △11,331

為替換算調整勘定 △22,233 △20,396

評価・換算差額等合計 837,291 510,153

少数株主持分 43,395 38,814

純資産合計 7,159,179 6,870,279

負債純資産合計 15,024,153 14,125,808
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 11,254,172 12,120,431

売上原価 8,522,492 9,263,841

売上総利益 2,731,680 2,856,589

販売費及び一般管理費 ※１  2,483,778 ※１  2,458,421

営業利益 247,902 398,168

営業外収益   

受取利息 213 66

受取配当金 39,264 43,910

受取賃貸料 31,056 30,932

デリバティブ評価益 － 29,590

仕入割引 19,027 39,909

その他 21,516 17,981

営業外収益合計 111,078 162,391

営業外費用   

支払利息 38,120 13,589

デリバティブ評価損 7,255 －

為替差損 25,090 55,674

その他 13,032 18,923

営業外費用合計 83,499 88,187

経常利益 275,480 472,371

特別利益   

投資有価証券売却益 20,924 3,077

固定資産売却益 － 21

特別利益合計 20,924 3,098

特別損失   

投資有価証券評価損 26,414 －

固定資産売却損 － 10,029

固定資産除却損 4,093 989

災害による損失 － ※２  204,384

災害損失引当金繰入額 － 82,213

特別損失合計 30,507 297,617

税金等調整前四半期純利益 265,897 177,852

法人税、住民税及び事業税 154,188 58,810

法人税等調整額 △13,282 19,244

法人税等合計 140,906 78,055

少数株主損益調整前四半期純利益 － 99,797

少数株主利益 1,118 3,213

四半期純利益 123,872 96,583
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【第３四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年５月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年５月１日 
 至 平成23年７月31日) 

売上高 3,641,802 3,823,726

売上原価 2,743,044 2,913,529

売上総利益 898,757 910,196

販売費及び一般管理費 ※１  831,760 ※１  835,668

営業利益 66,997 74,528

営業外収益   

受取利息 60 1

受取配当金 6,819 5,487

受取賃貸料 10,352 10,290

仕入割引 12,893 13,428

その他 3,356 5,096

営業外収益合計 33,481 34,303

営業外費用   

支払利息 11,676 4,608

デリバティブ評価損 83,013 24,962

為替差損 8,727 23,219

その他 4,981 5,137

営業外費用合計 108,398 57,927

経常利益又は経常損失（△） △7,919 50,905

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 2,246

特別利益合計 － 2,246

特別損失   

投資有価証券評価損 26,414 －

固定資産除却損 4,093 －

災害による損失 － ※２  2,026

特別損失合計 30,507 2,026

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△38,427 51,125

法人税、住民税及び事業税 △22,368 △21,677

法人税等調整額 25,364 41,644

法人税等合計 2,995 19,967

少数株主損益調整前四半期純利益 － 31,158

少数株主利益 996 1,808

四半期純利益又は四半期純損失（△） △42,419 29,349
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 265,897 177,852

減価償却費 61,969 59,235

退職給付引当金の増減額（△は減少） △23,384 6,934

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,566 △11,909

賞与引当金の増減額（△は減少） △65,268 △52,673

災害損失引当金の増減額(△は減少) － 82,213

災害損失 － 204,384

受取利息及び受取配当金 △39,478 △43,977

支払利息 38,120 13,589

有形固定資産売却損益（△は益） － 10,008

有形固定資産除却損 4,093 989

投資有価証券売却損益（△は益） △20,924 △3,077

投資有価証券評価損益（△は益） 26,414 －

売上債権の増減額（△は増加） 779,076 230,514

たな卸資産の増減額（△は増加） △667,000 △754,314

その他の流動資産の増減額（△は増加） △126,888 △5,307

仕入債務の増減額（△は減少） △1,088,985 357,822

デリバティブ評価損益（△は益） 7,255 △29,590

その他の流動負債の増減額（△は減少） △36,679 6,435

負ののれん償却額 △6,240 △6,240

長期未払金の増減額（△は減少） △12,070 △5,023

小計 △915,658 237,869

利息及び配当金の受取額 39,459 43,958

利息の支払額 △33,112 △13,757

災害損失の支払額 － △45,187

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 142,498 △297,377

営業活動によるキャッシュ・フロー △766,812 △74,494

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 38,346 19,457

投資有価証券の取得による支出 △19 △35

有形固定資産の取得による支出 △223,149 △21,434

有形固定資産の売却による収入 460,000 13,552

無形固定資産の取得による支出 △1,498 △2,500

投資その他の資産の増減額（△は増加） 1,794 △9,103

投資活動によるキャッシュ・フロー 275,472 △63
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年７月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △200,000 －

短期借入れによる収入 － 150,000

自己株式の取得による支出 △19 △18

配当金の支払額 △139,384 △139,382

少数株主への配当金の支払額 △3,651 △3,225

財務活動によるキャッシュ・フロー △343,054 7,373

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,151 △2,353

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △837,547 △69,537

現金及び現金同等物の期首残高 2,969,523 1,510,682

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  2,131,976 ※１  1,441,144
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  
【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  
【簡便な会計処理】 

  

 
  
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

該当事項はありません。 

  

 
当第３四半期連結累計期間 

(自  平成22年11月１日  至  平成23年７月31日)

  会計処理基準に関する事項

の変更 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響はありません。 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年11月１日  至  平成23年７月31日)

（四半期連結損益計算書関係） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用 

 語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の 

 適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま 

 す。 

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年５月１日  至  平成23年７月31日)

（四半期連結損益計算書関係） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用 

 語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の 

 適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示して 

 おります。 

 
当第３四半期連結累計期間 

(自  平成22年11月１日  至  平成23年７月31日)

１．棚卸資産の評価方法  たな卸資産については、当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に

関し実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合

理的な方法により算定する方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の算

定方法 

 定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成23年７月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年10月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 1,707,552千円 

※２ 四半期連結会計期間末日満期処理手形 

    四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に 

   ついては、四半期連結会計期間末日は金融機関の 

   休日でしたが、満期日に決済が行われたものとし 

   て処理しています。  

    受取手形            189,985千円 

    支払手形             324,463千円 

※３ 手形債権流動化 

    手形債権の一部を譲渡し債権の流動化を行って 

   おります。 

    受取手形の流動化による債権譲渡高 

940,990千円

    なお、受取手形の流動化に伴い、信用補完の目 

   的により支払留保されている313,663千円は、受 

   取手形に含めて表示しております。 

 ４ 受取手形裏書譲渡高         18,324千円 

 

 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 1,702,045千円 

※２ 期末満期処理手形 

    決算期末日満期手形の会計処理については、当 

   連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、満 

   期日に決済が行われたものとして処理していま 

   す。 

    受取手形            146,988千円 

    支払手形            314,084千円 

※３ 手形債権流動化 

    手形債権の一部を譲渡し債権の流動化を行って 

   おります。 

    受取手形の流動化による債権譲渡高 

763,136千円

    なお、受取手形の流動化に伴い、信用補完の目 

   的により支払留保されている254,378千円は、受 

   取手形に含めて表示しております。 

 ４ 受取手形裏書譲渡高         9,263千円 
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(四半期連結損益計算書関係) 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

第３四半期連結会計期間 

  

 
  

(自  平成21年11月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年11月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の 

   とおりであります。 

 

   荷造運送費 609,835千円

   給与及び手当 735,697千円

   賞与 100,628千円

   賞与引当金繰入額 62,787千円

   退職給付費用 51,292千円

   減価償却費 61,969千円

   貸倒引当金繰入額 7,738千円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の 

   とおりであります。 

 

  荷造運送費 618,364千円

  給与及び手当 722,920千円

  賞与 100,343千円

  賞与引当金繰入額 65,115千円

  退職給付費用 69,059千円

  減価償却費 59,235千円

  貸倒引当金繰入額 5,535千円

 ２       ―――――――― 

 
※２ 災害による損失 

    東日本大震災により被災しました東北支店およ 

   び東京支店における商品の滅失損失114,133千 

   円、有形固定資産の解体撤去費用11,972千円およ 

   び、災害復旧工事費45,840千円等を計上しており 

   ます。 

(自  平成22年５月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成23年５月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第３四半期連結会計期間

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の 

   とおりであります。 

 

   荷造運送費 197,472千円

   給与及び手当 250,922千円

   賞与引当金繰入額 62,787千円

   退職給付費用 17,864千円

   減価償却費 21,125千円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の 

   とおりであります。 

 

  荷造運送費 205,914千円

  給与及び手当 247,845千円

  賞与引当金繰入額 65,115千円

  退職給付費用 23,696千円

  減価償却費 20,787千円

 ２       ―――――――― ※２ 災害による損失 

    東日本大震災により被災しました東北支店およ 

   び東京支店における災害復旧費用等2,026千円を 

   計上しております。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(自  平成21年11月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年11月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間 

   末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され 

   ている科目の金額との関係 

(平成22年７月31日現在)

現金及び預金 2,131,976千円

現金及び現金同等物 2,131,976千円

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間 

   末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され 

   ている科目の金額との関係 

(平成23年７月31日現在)

現金及び預金 1,441,144千円

現金及び現金同等物 1,441,144千円

― 20 ―



  
(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成23年７月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年11月１日  

至  平成23年７月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数 

 
  
２．自己株式の種類及び株式数 

 
  
３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高等 

該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  
５．株主資本の著しい変動 

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,007,448 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 130,979 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年１月28日 
定時株主総会 

普通株式 69,691 2.50 平成22年10月31日 平成23年１月31日 利益剰余金

平成23年６月10日 
取締役会 

普通株式 69,691 2.50 平成23年４月30日 平成23年７月15日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日) 

 当企業集団は、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、事業の種類別セグメ

ント情報は記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間(自  平成21年11月１日  至  平成22年７月31日) 

 当企業集団は、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、事業の種類別セグメ

ント情報は記載しておりません。 

  
【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載しておりませ

ん。 

  
前第３四半期連結累計期間(自  平成21年11月１日  至  平成22年７月31日) 

 全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載しておりませ

ん。 

  
【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高は記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間(自  平成21年11月１日  至  平成22年７月31日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高は記載しておりません。 

  
【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年11月１日  至  平成23年７月31日)および当第３四半期連結会

計期間(自  平成23年５月１日  至  平成23年７月31日) 

 当企業集団は、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、セグメント情報は記

載しておりません。 

  
(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

― 22 ―



  
(金融商品関係) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  
(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  
(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  
(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  
(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  
(資産除去債務関係) 

該当事項はありません。 

  
(賃貸等不動産関係) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

１．１株当たり純資産額 

  

 
  
２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等 

第３四半期連結累計期間 

  

 
  

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成23年７月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年10月31日)

  

 255.26円
 

245.06円

(自  平成21年11月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年11月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 4.44円

 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 3.46円

項目 (自  平成21年11月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年11月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第３四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 123,872 96,583 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 123,872 96,583 

普通株式の期中平均株式数(千株) 27,876 27,876 
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第３四半期連結会計期間 

  

 
  

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  
(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

  

第71期（平成22年11月１日から平成23年10月31日まで）中間配当については、平成23年６月10日開催の

取締役会において、平成23年４月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

 
  

(自  平成22年５月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成23年５月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第３四半期連結会計期間

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存
在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額（△） △1.52円

 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 1.05円

項目 (自  平成22年５月１日 
至  平成22年７月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成23年５月１日 
至  平成23年７月31日) 

当第３四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純損
失（△）(千円) 

△42,419 29,349 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
(千円) 

△42,419 29,349 

普通株式の期中平均株式数(千株) 27,876 27,876 

２ 【その他】

   ①配当金の総額 69,691千円

   ②１株当たりの金額 2円50銭

   ③支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成23年7月15日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年９月８日

小林産業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小

林産業株式会社の平成21年11月１日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年11月１日から平成22

年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小林産業株式会社及び連結子会社の平成22

年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    高    木         勇    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    柳         承    煥    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 







  
平成23年９月６日

小林産業株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小

林産業株式会社の平成22年11月１日から平成23年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成23年５月１日から平成23年７月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年11月１日から平成23

年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小林産業株式会社及び連結子会社の平成23

年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    高    木         勇    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    柳         承    煥    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成23年９月12日 

【会社名】 小林産業株式会社 

【英訳名】 KOBAYASHI METALS LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  野 竿 俊 規 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項なし 

【本店の所在の場所】 大阪市西区南堀江二丁目７番４号 

【縦覧に供する場所】 当社名古屋支店 

  (愛知県清須市阿原北野１番地) 

 当社東京支店 

  (千葉県浦安市鉄鋼通り一丁目８番11号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長野竿俊規は、当社の第71期第３四半期(自 平成23年５月１日 至 平成23年７月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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